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川崎市子どもの権利条例制定過程の研究
一教育参加及び子ども参加の視点を中心に一
喜多研究室
序　「川崎市子どもの権利条例」案の意義と研究課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喜　多　明　人（文学部教授）
　2000年6月29日、「ll1崎市子ども権利条例検討連絡会議」は、高橋清川崎市長に対して、「川崎
市子どもの権利に関する条例骨子案」（以下、「条例」案という）を含む答申書い〕を提出した。同
連絡会議は1998年9月に設置され、同月、子どもの権利条例の原案を作成するためのワーキング
グループ「子ども権利条例調査研究委員会」（座長・喜多）を設け、実質上の条例作成作業を託し
た。この調査研究委員会は、学校等各界の関係者、市民団体の関係者、学識経験者等のほか、中・
高校生の子ども委員9名をもって構成し、1年9ヶ月あまりの審議を経て、5月29日の検討連絡
会議に最終原案である第二次骨子案を提出した。これを受けて検討連絡会議は調査研究委貝会と
の最終調整を行った上で、「条例」案を含む答申書を作成し提出した。市は、この答申案を受けて
教育委員会法令担当、総務局法制課の「法令審査」をへて同年12月の議会でこの条例を制定し、
来年4月の施行をはかるといわれている。（2000年12月21日川崎市議会制定一喜多）
　この条例案は、前文、7章から成り、「安心して生きる権利」、「ありのままの自分でいられる権
利」、「自分で決める権利」（第2章）などの子どもの権利の理念を示した“理念条例”であるとと
もに、「子どもの参加」「子どもの権利保障のための施策の推進」「子どもの権利の検証」「子ども
の救済」など、具体的な権利保障の制度を提案する総合条例である。この条例が実現すると、全
国初の“子ども参加”による子どもの権利条例となるほか、内容的にも、前例のない条例、たと
えば親の体罰禁止規定（第3章）や、市政への意見反映ルートを持つ「子ども会議」規定、学校
や福祉施設運営への子ども・保護者・住民の参加を求める協議会規定（第4章）、自治体の子ども
施策企画・推進・検証のための「子どもの権利委員会」規定（第5・6章）、子どもに独自な救済
制度（子どもオンブズパーソン）規定などを持つ条例として注目されることとなろう。
　本条例の研究について、その「総合条例」としての特質にかんがみて、次のような広範な研究
課題へのアプローチが考えられる。
I　「子ども法と教育法との交錯」領域の研究：1）教育委員会の独立性と子どもの権利救済・施
策推進の総合性一「子どもオンブズパーソン」（条例案7章）、川崎版「子ども権利委員会」（同5
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章）等、2）「学校・施設等」の協議会＝子ども施設としての地域自治的な共同体（教育施設と保
育所・養護施設、その他児童福祉施設各々の協議会形成、3）学校教職員の専門的な「主体的運営」
原理および福祉施設職員の「ケア」における「主体的運営原理」の条例化、など教育と福祉・子
ども行政との「交錯」領域の研究。
皿　教育自治立法の教育法的研究：「国家教育法」に対する「自治立法教育法」の視点から、子ど
も関係条例の総合的研究が進められるべきであろ㌔
皿　「子どもの権利と貴任」論：従来の「権利＝甘やかし、わがまま助長」論の立場からの条例批
判に対して、A）「おとなの責任」条例論、B）「市民責任」条例論（「子ども市民の責任」を含む）、
として、またC）「子どもの権利」の法的機能論（政策意思＝指針、裁判規範等）、D）権利行使
学習論（経験レベルでの「他者の権利尊重」責任、「権利の相互尊重」）E）現代市民社会論（個
人的権利の実現＝近代市民社会から他者共同、関係性の追求へ＝現代市民社会）からの検討が可
能である。
V　参加論：1）教育参加論＝保護者・住民参加とかかわり「要求主体」論から「参加主体」論へ
の意識変革の可能性、「権利としての参加」の本質（決定権の共有・責任と役割の共有、子ども参
加・子どもの権利論との調整）等の究明が不可欠と思われる。2）子ども参加論（本稿の方法論的
な位置を確認していただきたい）
V子どもの権利救済論：子どもの権利侵害の特質（＝子どもの基本的人間関係内に発生する人
権侵害性）に依拠した救済制度論、すなわち、「子どもオンブズパーソン」論、「子ども相談」論、
「子ども支援＝エンパワーメント」論からの考察が必要である。
　本稿では、以上の研究課題をふまえつつ、「教育参加」（lV－1）および「子ども参加」（IV－2）研
究の基礎作業として、条例案づくりがはじまった経緯、社会背景および条例案の分析等を通して、
地域における子どもの権利実現と教育的関係のあり方、仕組みについて共同研究してきた研究成
果｛2〕を示していきたい。とくに川崎市で進められてきた「地域教育会議」の歩みの分析、条例案
に示された「子ども会議」「学校協議会」等を含む「子ども参加の権利」の制度的な保障のありよ
うなどの検討を行う。
　註
（1）　r季刊　子どもの権利条約」NO．9、所収エイデル研究所、2000年、参照
（2）本稿は、2000年8月29日、名古屋大学で開催された日本教育学会体会において共同研究発表したものをまと
　め直したものである。
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I　「条例」案にみる子ども観と市民参加のあり方について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　片　桐　義　晴（早稲田大学大学院）
本節では、これまでの子どもにかかわる主な条例と「条例」案を比較しながら、「条例」案にみ
られる子ども観の特微や、その制定過程の特徴について考察を行っていくい〕。
　1．「条例」案にみる子ども観の特徴
　（a）権利の主体としての子どもという位置づけ
　子どもに様々な側面でかかわりをもつ条例としてまず想起されるのは、いわゆる「青少年条例」
であろう。18歳未満の“青少年”を対象として、現在長野県をのぞく46都道府県に定められてい
る。青少年条例は、青少年の保護、育成を図ることを目的として、青少年を有害情報、有害環境
から守るために様々な規制を定めている。もちろん、こうした消極的な施策だけでなく、青少年
の自主的な活動を促進するとともに、活動の場を整備するといった積極的な施策も青少年条例に
は盛り込まれているω。だが、こうした積極的な施策に子どもの権利行使という視点を読み取る
ことはできず、青少年条例が出発点としている子ども観は未成熟な保護の対象としての子どもと
いえる‘3〕。
　一方、こうした子ども観と対照的に、「条例」案では子どもを権利行使の主体として捉えている
のが特徴としてあげられる。「条例」案前文には、「子どもは権利の全面的な主体である。」という
文言が盛り込まれているとともに、「第2章　人としているために大切な子どもの権利」では、以
下の7つの権利が列挙されている。それは、①安心して生きる権利、②ありのままの自分でいら
れる権利、③自分を守り守られる権利、④自分を豊かにし力づけられる権利、⑤自分で決める権
利、⑥参加をする権利、⑦個別の必要に応じて支援を受ける権利、である。こうした子どもの権
利の指標とも呼びうるものを盛り込んでいる点で、「条例」案では、権利行使の主体としての子ど
も観を単なる理念レベルにとどめることなく、より具体性を持たせようとしていることを読み取
ることができよう。
　このように「条例」案では、子どもを権利行使の主体として位置づけるとともに、「自分で決め
る権利」や「参加をする権利」などの具体的な権利を盛り込むことで、子ども施策を進めるにあ
たっては子どもの意見を取り入れていくことに行政側が開かれていることが示されている。その
意味では、「条例」案は、従来の子ども観から転換した点とともに、新しい子ども施策の展開を期
待させる点にその画期性を見出すことができるのではないだろうか。
　（b）権利保障へ向けた具体策への言及
　ところで、子どもを権利行使の主体として位置づけた条例は、「条例」案が初めてというわけで
はない。例えば、理念的なレベルでは、1999年に大阪府箕面市で「箕面市子ども条例」が制定さ
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れ、子育てにあたっては「子どもの最善の利益を尊重する」ことが目的として掲げられ、子ども
の意見表明を尊重し、子どもの社会参加の機会を確保するよう努めることが言唾われている（4〕。ま
た、兵庫県川西市では「子どもの人権オンブズパーソン条例」が1998年に制定され、第2条では、
「すべての子どもは、権利行使の主体者として尊重され」と規定されている｛5，。
　子どもを権利行使の主体と位置づけたという点では、「条例」案はこうした先行例にならったと
いえるが、「条例」案で特徴的なのは、子どもの権利を保障するための具体策が盛り込まれている
点である。子どもの権利救済のための具体策としては、すでに川西市「子どもの人権オンブズパー
ソン条例」によって設けられたオンブズパーソン制度が先駆けであるが、「条例」案では、オンブ
ズパーソン制度設置を盛り込むとともに、子どもが権利を積極的に行使することを保障するため
に、第4章で子どもの参加を具体化する施策が盛り込まれている。
　これは、川崎市内に設置される子ども会議を通して市の施策に子どもの意見を反映させるプロ
セスを明確にしただけでなく、子どもが日常通う学校や利用する施設の運営に子どもの意見が反
映されるようつとめることが規定されている。「箕面市子ども条例」においても、子どもの意見表
明や社会参加が盛り込まれているけれども、理念的な規定にとどまっていることと比較すれば、
「条例」案がより踏み込んだ形になっていることが理解されよう。
　2．制定過程における新しい住民参加のあり方
　ところで、川崎市における子ども権利条例制定の取り組みは、現川崎市長の高橋氏の公約でも
あり、「条例」案は、高橋市長が川崎市子ども権利条例検討連絡会議に諮問して作成されたもので
ある。地方分権推進法制定後の地方分権改革の流れのなかで、行政への住民参加の重要性が指摘
されている今日にあってはt6〕、こうした行政主導型による条例作りは住民の要望が反映されない
のではないかという批判が一般論として考えられよう。
　住民の直接参加による条例作りで想起されるのは、中野区における教育委員準公選運動である。
周知のようにこの運動は、地方自治法に基づく条例の直接請求へと結実し、「中野区教育委員選定
に関する区民投票条例」の制定までたどり着いた（7〕。こうした住民の直接請求による条例作りに
は、たしかに住民の要望が反映されやすいといえるが、他方では実際に運営にあたる行政側の意
向が反映されにくくなるともいえるのではないだろうか。
　では、川崎市における「条例」案作りはどうだったのであろうか。
　市長による諮問に端を発していることのみを取り上げれば、川崎市における条例作りは行政主
導のものといわざるをえないが、実際の策定過程では、川崎市は条例策定のプロセスそのものを
重視し、市民参加型の条例作りが目指されている（8〕。例えば、全員公募による市民サロンを設置
し、市民が子どもに関する問題を自由に意見交換を行う場を設け、そこで議論された内容を条例
作りに反映させるといった方策がとられている。また、「条例」案作成のワーキンググループであ
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る川崎市子ども権利条例調査研究委員会には、学識経験者や市民代表のほかに、子ども委員も参
加して議論が進められたのである。
　この他にも、「子どもの権利を考える市民集会」や「子どもと市長が語る会」が開催されたり、
関係団体との意見交換の場も設けるとともに、市民や子ども向けのパンフレットを配布し「条例」
案について広く情報公開を進め、手紙・電子メール・電話・ファックス等で意見を寄せてもらう
など、多くの市民が条例作りに参加する様々な道筋が用意されていたことが理解されよう。
　このように、川崎市での条例作りにおいては、市民、子ども、行政のパートナーシップに基づ
いて進められており、こうした過程は、行政による一方的な主導型、住民による直接請求型とも
異なる、新しい条例策定のあり方を提示しているといえるのではないだろうか。
　まとめにかえて
　川崎市が策定を進めている「子どもの権利に関する条例」は、そこに盛り込まれている内容の
画期性だけでなく、その策定過程にも新しい住民参加のあり方が示唆されており、斬新な試みと
いえる。しかし、こうした試みは、川崎市だからできた、というものではないだろう。条例の策
定作業がもともとは市長の諮問から出発していることからすれば、どの自治体でも取り組むこと
が可能であると思われる。東京都や岐阜県多治見市、富山県小杉町などでも子ども条例制定へ向
けて動き出しているとの話もあり、子ども権利条例の今後の広がりが期待される。
　また、現在川崎市では「条例」案の「法令審査」がなされ、12月に議会へ上程される予定だが、こ
れら一連の審議のなかで「条例」案にどのような修正がなされるのか、さらに、川崎市が行って
いる子ども施策を総合的に推進していくために、全庁的な取り組みで条例の制定作業が進められ
ているが、この条例がどれだけの実効力を発揮するのか、今後も絶えざるモニタリングが必要と
なるであろう。そのためにも、自治体が行う子ども施策をどのように評価していくのか、という
議論を今後行っていくことが求められよう。
　註
（1）子ども条例の先行研究としては、野村武司「自治体の子ども施策とその条例化」（r教育参加と子どもの権利
　条約（日本教育法学会年報25）j、有斐閣、1996年）、「子どもの権利基本条例要綱案の意義と内容」（日本教育
　法学会子どもの権利条約特別研究委員会r提言［子どもの権利］基本法と条例」、三省堂、1998年、所収）、喜
　多明人「子ども参加法の制度原理と課題一r子どもの権利条例」制定に向けて」（r子ども†青報研究センター研
　究紀要』NO．15、子ども情報研究センター、1998年）、「子どもの権利条約の10年と制度改革一地域における子
　　どもの権利保障のために一」（r世界の児童と母性」48号、資生堂社会福祉事業財団、2000年）、吉田恒雄「自
　治体立法・オンプズパーソンをめぐる動向と課題」（r教育立法と学校自治・参加（日本教育法学会年報29号）」、
　有斐閣、2000年〕、がある。
（2）青少年条例の内容についてや、青少年条例が抱える問題点等については、奥平康弘編r条例研究叢書7　背
　少年保護条例・公安条例」、学陽書房、1981年、r法律時報増刊　青少年条例」、日本評論祉、1981年、清水英
　夫・秋吉健次編r青少年条例自由と規制の争点』、三省堂、1992年、を参照。
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（3）子どもの権利条約にみられる子ども観と青少年条例にみられる子ども観の和違について論じたものに、初谷
　　良彦「青少年条例と子どもの権利条約」（沽水英夫・秋吉健次編r青少年条例　白山と規制の争点」、三省堂、
　　1992年、所収〕がある。また、金田茂郎「子どもの人権とマスコミ統制一『権不1」条約」批准運動とr保護育成
　　条例』を考える一」（r教育」44巻3号、国土祉、1994年）もあわせて参照。
（4）足立勇「r箕面市子ども条例」く仮称）制定に向けて」（r季刊　子どもの権利条約」NO．3、エイデル研究所、
　　1999年）、参照。
（5）　吉永省三「r川西市子どもの人権オンプズパーソン条例」成立の意義とこれから」（rはらっぱ』N0，183、子
　　ども情報研究センター、1999年）、「川西市r子どもの人権オンプズパーソン条例」の制定と惹義」（r季刊子
　　どもの権利条約」NO．3、エイデル研究所、ユ999年）、参照。
（6）　『ジュリスト増刊　あたらしい地方自治・地方分権』、有斐閑、2000年、参照。
（7）　中野区教育委貝準公選条例の箭■1定過程については、伊ケ崎暁生・兼子仁編丁教育委貝の準公選一教育を父
　母・住民の手に一』、労働旬幸臣祉、1980年、黒田秀俊r教育は誰のものか一教育委員準公選運動の記録一』、教
　育史料出版会、ユ980年などを参照。
（8）　山田雅太・坂本智子「nl1崎市子ども権利条例案」の策定に向けて」（rはらっぱ」NO．183、子ども備報研究
　センター、1999年〕、小宮山健治「r川崎市子ども権利条例」制定の取り組みから一すべての子どもに尊厳と市
　民権を」（rヒューマンライツ』NO．140、部落解放研究所、1999年）、「川崎市『子ども権利条例」の制定に向け
　て」（r季刊子どもの権利条約」NO．3、エイデル研究所、1999年）、板橋洋一「r子どもの権利条例」の制定に
　ついて　川崎市民の騒然たる議論の中で」（r月刊自治研」N0■87、自治研中央推進委員会、2000年）、参照。
lI　r条例」案成立の歴史的背景一r教育参加論」の視点を中心に一
　　　　　　　　　　　　　　出川聖尚子・内田塔子・呉屋ちさと・陳亭如（早稲田大学大学院）
　本節では□l1崎市子どもの権利に関する条例」（案）が何故川崎市で成立し得たのか、川崎市の
特微を挙げながら検証してみたい。
　1．川崎市の特徴
　川崎市は戦前より工業都市として栄え、1960年以降の経済成長によって急激な発展を遂げるが、
その一方で公害問題も深刻化していく。「川崎小児ぜんそく」などの公害病をきっかけに、住民は
公害追放を訴える市民運動を展開する。同時期に、戦前から労働者として居住し、戦後も川崎市
で産業の発展を支えてきた在日韓国・朝鮮人などの処遇を巡る問題が顕在化していった。こうし
た市民問題を抱えた川崎市では、市民の人権をいかに保障していくかが、早くから模索されてき
た。
　こうした中1971年に、市民が主体となった「人間都市」づくりを進める「都市憲章」（1〕の条例
化を選挙公約に掲げた伊藤三郎氏が市長に就任する。市長は市民参加の実現（2〕に向けて市内在住
の学識経験者からなる「都市憲章起草委員会」を設置し、条例案の作成を進めた。これ自体は条
例化には至らず、また、参加者も学識経験者に限定されていたものの、「都市憲章」制定過程に市
民が参加するという、市民共同型の市政の先駆的役割を果たしたω。1972年には、公害防止条例
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や外国人への国民健康保険適用など、人権、福祉問題への積極的な行政側の対応が見られ始める。
さらに1976年外国人児童手当条例制定、77年環境アセスメント条例制定、84年情報公開条例制定、
85年外国人登録法上の指紋押捺拒否者を不告発とする市長宣言など、人権問題への積極的な行政
側の対応が進んでいく。
　また、こうした取り組みが、行政側からの一方的なものとならないような方策も採られ、区民
懇話会（1978）など市民の二一ズを把握、吸収していくシステムづくりも平行して進められてい
る。1996年に外国人市民の意見表明の場として設置された「外国人市民代表者会議」は、外国人
市民の代表者が自主的に運営し、自らテーマを決めて話し合うなど、制度面のみならず、運営上
の工夫もなされている。そして、最終会議でまとめられた内容が市長へ提言され、その提言が実
施されているかを翌年評価するというシステムをとることによって、外国人市民が問接的にでは
あるが、市政へ参加することを可能とした。
　こうした例からもわかるように、川崎市では、すでに30年余りにわたって、市民参加の視点で
環境・福祉・人権問題への取り組みが続いてきており、その取り組みの中で行政と市民とのパー
トナーシップの方法が確立されてきたのである。
　2．川崎における教育への市民参加
　（a）親・住民参加
　1980年、川崎市で起きた予備校生による両親殺害事件（いわゆる「金属バット事件」）などを契
機に、伊藤三郎市長の下、2カ年にわたる「川崎の教育推進事業」がスタートした。本事業で組
織化された□l1崎の教育を考える市民会議」は、市内242ヶ所で開催され、のべ4万人の住民が出
席し、発言者は約6500人に上ったと言われる｛4〕。
　同時期に組織化された学識経験者と市行政職員による「川崎市教育懇談会」では、こうした市
民討議をふまえながら、実態に即した教育の在り方について研究・協議が進められた。同懇談会
の中間報告書として出されたrいきいきとした川崎の教育をめざして（報告）』は、その後の川崎
市の教育の指針となっている（5〕。同報告書では、親・住民・教師の「よこ型ネットワーク」｛6）に
よる教育改革が掲げられ、その具体策として「地域教育会議」（教育への市民参加のシステムづく
り）が提言されている。
　「地域教育会議」は町A、子ども会、町内会などの代表、教育に関心を持つ地域住民、教職員、
子ども文化センター、市民館の職員などによって構成される会議で、1997年度より全7行政区と
全51中学校区で完全実施されている。同会議は、単に子どもの非行対策や健全育成を活動の目的
としたものではなく、親・住民・教職員のネットワーク化を図りながら、学校区という地域、行
政区といった単位で子どもの教育をどうするかを協議し、教育行政や各機関、青少年団体に提案
などを行う自主組織として位置づけられている。
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　「川崎の教育を考える市民会議」では、行政と住民それぞれが互いに協力関係を構築しながら、
地域の教育問題に対処していく態度が醸成されていったが、同会議自体は、単に意見を表明する
場にとどまっていたことも事実である。そこから一歩進んで「地域教育会議」では、地域で計画
し、決定し、実施するというシステムづくりが進められている。川崎では行政側の支援によって、地
域における教育への親・住民参加が定着しつつある。
　（b）子ども参加
　先の「』l1崎の教育を考える市民会議」の中には、川崎市の親や住民がともに参加した他、少数
ではあるが、当事者である子どもが参加した会もあったと言われている。また、先の事業の報告
書である、rいきいきとした川崎の教育をめざして」の中にも「まちづくり、施設づくりに子ども
たちの声を聞き、都市計画に反映させる」（7〕や「来るべき来世紀は、子どもたちがその力を発揮
して創造すべき時代」｛8〕という主体的な子ども観が伺える記述もある。さらに、川崎市教職員組
合・川崎市職員労働組合などで構成された「ll1崎の教育改革協議会」が、1992年5月に出した研
究報告、『私たちの望む教育改革一地域教育会議・学校開放・学校五日制一』では、権利主体とし
ての子どもという観点が明記され、学校・家庭・地域のありようが模索されている｛9〕。こうした
経緯を見るならば、日本が子どもの権利条約を批准する1994年以前からすでに、川崎には子ども
参加の理念が存在していたといえる。
　同条約の批准をきっかけに、1994年10月には市制70周年事業として「川崎子ども議会」が開催
されるなど、子ども参加へのシステムづくりも公式に始まった。同議会は、市長・助役以下、各
局長に対しても、子どもが意見や質問を行うというような内容になっている。また、この「川崎
子ども議会」のような子どもの意見表明の場を、今後も保障していくという方針に沿って、「子ど
も会議」「子ども座談会」が発足した。これらは、川崎市教育委員会が地域教育会議に要請するか
たちで、「子ども会議」が7行政区それぞれ、また「子ども座談会」が、全51中学校区それぞれに
おいて、年1回開催されている。
　また、1996年には、各「子ども会議」が「あらゆる人々がともに生きる地域社会をめざして」
という統一テーマで話し合い、その内容をもとに「Jl1崎子ども人権集会」が開催され、その後も「ll1
崎子ども集会」と名を変えて、年1回開催されている。さらに、川崎市教育委員会の生涯学習推
進事業の一環として、子ども自身による政策づくり、子ども自身による諸事業の実施を支援する
ことを目的とした、「ll1崎子ども・夢・共和国」が1997年にスタートしている。同プログラムでは、
公募で集まった子どもたちが、子どもたちの理想とする“まち”づくりについて考え、話し合い、問
題の解決のためにサポーターの援助のもと行動をしているuO〕。
　このように、子どもの教育への参加システムや、子どもたちへの情報提供や子どもたちが意見
表明する環境の整備が川崎市では進められてきた。また、その意見を市政に反映させるシステム
ヘの取り組みも始まっている。しかし、その参加は子どもと行政という、親・住民とは区別され
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た枠で制度化されており、現段階では、親・住民と行政と子どもの三者の直接的な交流の場、つ
まり共同参加の場としての制度は整っていない。もちろん、子どもの人権といったような個別の
問題を巡って、市民団体、行政・子どもといった三者による取り組みがなかったわけではないが、
現段階では、子どもと行政のパートナーシップという形を中心に、子どもは一市民としての役割
を果たしていく方向にある。
　3．さらなる運動の広がり
　川崎市教育委員会の呼びかけによって始められた人権教育運動は、教職員へ、市民団体へ、子
ども白身へ、さらに行政職員へと運動の拡大を見せてきた。ユ994年4月には、各学校内に「人権
教育推進委員会」が設置され、7月には「人権尊重教育推進委員会議」が開かれ、明くる1995年
には、rいきいきとした川崎の教育をめざして」（報告）を出した川崎市教育懇談会の委員の一人、
牧柾名氏が座長となり、「子どもの権利研究会」が発足した。1996年には、市民団体を含む「川崎
市子どもの人権推進協力者会議」が結成され、その呼びかけにより、同年12月、全市レベルで子
どもたちによる「ll1崎子ども人権集会」が開催された。この集会では、「川崎子どもの人権アピー
ル」が宣言されている。1997年には、「子どもの権利研究会」から『川崎の子どもの権利保障を
いっそう充実させるために一子どもの権利条例策定にむけて一』が報告され、「川崎市子どもの権
利に関する条例」（案）の直接的な呼びかけとなった。同報告は、条約のみでは、現実的な権利保
障が不十分であることを指摘し、川崎には川崎の子どもに即した権利保障が必要であり、市民と
しての子どもの権利保障を、条例という形で実現していくことを提言している‘11〕。
　4．まとめ
　川崎市でも、条約を契機に子どもの人権に関する取り組みが具体化していったが、同市には条
約批准以前から、行政への市民参加を推進し、また、外国人問題を始めとする社会的弱者の人権
保護政策を進め、さらに子どもの問題にも、早くから市民・行政・子どもの三者で取り組んでき
たという経験と実綾がある。こうした背景を考慮するならば、他の自治体に先駆けて「条例」案
制定の動きが進んだことは、川崎市にとっては至極当然の成り行きであったと見てよいであろう。
　註
（ユ）川崎教育文化研究所・子どもの人権を考える専門委員会r「川崎市湖ども権利条例」策定にむけて積極的にか
　かわろう一子どもの人権を考える専門委員会中問報告一」、1999年、19頁
（2）佐藤一子・小川正人r地域生涯学習の推進と学社連携一川崎市・飯田市調査報告一』、1998年、19頁
（3）新藤宗幸r条例の制定過程』、「自治体の立法機能」、211頁
（4）川崎市教育懇談会rいきいきとした川崎の教育をめざして（報告）』1986年、88頁
（5）　川崎の教育改革協議会r私たちの望む教育改革一地域教育会議・学校開放・学校五日制一』、1992年
（6）川崎市教育懇談会、前掲杳p．68
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（7〕同上、p．83
（8）同上、p．18
（9）『私たちの望む教育改東』はじめに
（1O〕rll1崎子ども・夢・共和国」実行委員会・川崎市教育委員会r川崎子ども・夢・共和国一活動の記録一』、
　2000年。サポーターとは参加している子どもの援助を行う若者で、おもに、高校生や大学生がその役割を果た
　　している。
（11〕　「子どもの権利研究会」川1崎の子どもの権利保障をいっそう充実させるために一子どもの権利条例策定にむ
　けて一」
皿　「条例」案審議過程の分析～子ども参加論の視点を踏まえて～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安部芳絵（早稲田大学大学院）
　本節では、「条例」案審議が子ども参加の視点からどのようになされたのかを、「条例」案審議
のプロセスヘの子ども参加、「条例」案にくみこまれた子ども参加の制度、国際的視点の3つから
分析する。
　1．審議にあたっての子ども参加の位置付け
　「条例」案審議のプロセスの中で、子ども参加を支えるしくみには以下の4つが挙げられる。
　（a）子ども委員会
　子ども委員会発足のきっかけは、調査研究委員会に所属する9名の子ども委員u〕が自分たちだ
けが川崎市の子どもを代表するのではなく、より多くの子どもたちの意見を条例に反映させたい
という要望をだしたことにあった。翌年1月に行われた公募で、小学校4年生から高校生まで計
33名が子ども委員会のメンバーとなった。子ども委員会の会議は、全23回にもおよび、調査研究
委員会、検討連絡会議を凌ぐ多さである。
　子ども委員会の活動としては、子ども版パンフレットの検討ωや外国人の子どもたちとの交流
集会（3〕、養護学校の子どもたちとの交流集会｛4〕などがあり、川崎市内の多様な子どもたちの声を
条例に反映させることを試みた。また、子どもの権利条約に関する学習会｛5〕を独自に行い、次第
に子ども自身がエンパワーメントされたことで、調査研究委員会へより多くの効果的な意見がだ
された。「条例」案が出された後も、子ども委員会のみは継続され、現在、新しい子ども委員会が
立ち上がっている。
　（b）子ども集会
　1999年12月11日、高津市民館で行なわれた全市子ども集会で子どもたちがつくったアピール文
は、答申の初めに引用されている。アピール文では、ちがいをみとめ自分が自分であることを大
切にされたいと願い、子どもにかかわることを決めるときには子どもの考えも大切にして欲しい
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と訴え、おとなに要求するだけの甘えではなく自分たち自身も行動していくことを提案し、参加
し責任を果たしていくことを約束している。
　（C）子ども用広報
　子ども用広報の充実も見逃してはならない。1998年12月の『みんなで子ども権利条例をつくろ
う」という呼びかけパンフレットを皮きりに3回の広報が行なわれている。このパンフレットは
子ども向けに9万部刷られ、川崎市立の小学校4年生～市立高校2年生まで全員に学校を通じて
配布された。また、川崎市内の県立高校・県立養護学校および市内私立小・中・高校へも配布を
依頼している。次に、中間報告書『川崎市子ども権利条例をつくろう～市民討議に向けて～」の
要約パンフレット子ども版rわたしたちの声を届けよう～川崎子ども権利条例をつくろう～』を
1999年7月に作成した。最後に、2000年3月には第一次骨子案の要約パンフレットである『川崎
市子ども権利条例はこんな内容を考えています』を作成している。このパンフレットでは、子ど
もたち自身が市民向けパンフレットの「子ども語訳」を行った。
　（d）その他
　その他には、手紙・メール（6）・電話を通して約1，500件の意見が寄せられた。また、7行政区、
51中学校区の地域教育会議主催で行なわれた「子ども会議」「子ども座談会」などにおいて、子ど
もの権利条例案についての話合いが行なわれ、「条例」案の審議に影響を及ぽした。
　2．「条例」案における子ども参加制度の変遷
　次に、子ども参加の制度をめぐる議論に目を向けてみよう。ここでは審議過程での変化を、「条
例」案ではどのように規定されたかにも触れながら時間を追って述べる。
　（a）審議スタート時
　前述の「子ども権利条例調査研究委員会の進め方について（案）」によると、子ども参加にむけ
て「条例」案に含みたい内容として以下の3つが挙げられている。①学校・制度・施策など子ど
もがかかわる場面での子ども参加のしくみづくり、②子どもがそのしくみを利用しやすくする手
だてづくり、③子どもが参加して運営していく、子どもの“たまり場的”な新たな「子ども施設」
の創設。ここでは、③で示されているように、“たまり場”つまり子どもの“居場所”問題が参加
と一緒に扱われているが、「答申」では、第3章第3節2，3へ“居場所”は移行した。
　（b）中間報告書（案）
　1999年6月に検討連絡会議によりだされた「中間報告書（案）」では、まず、子ども参加の理念
を検討している。次に、教職員だけが負担をするのではなく、市民、子ども・保護者が“共同経
営者的立場”で学校共同体をつくっていくことを課題として提示し、学校運営に関しては、学校
評議員制度を視野に入れて、子ども・保護者・教職員代表からなる合議機関である「地域学校会
議」を構想している。
114
　また、子ども委員からの「マラソン大会」議論を通して学校の説明責任にも注目がなされた。
学校のアカウンタビリティは、子ども参加において、子どもの意思決定に関る情報へのアクセス
権を保障するうえでも重要である。さらに子ども委員からは、「内申杳があるために常にストレス
を感じる」との声がたびたび聞かれ、「条例」案では第3章第2節5において、内申書の校内開示
が努力義務ではあるが規定されている。
　その他、外国籍、施設に入所している子ども、学校に行っていない子ども、障害のある子ども
などの、特に権利保障が不充分な子どもの参加の保障についても項目が設けられているが、「条例」
案では、第2章7「個別の必要に応じて支援を受ける権利」として明記されている。
　（C）要綱第一次案
　ユ999年10月8日、第12回調査研究委員会でだされた「要綱第一次案」では、第4章に「子ども
の居一場所と参加制度」がある。第2節「子どもの参加と意見反映の仕組み」において子ども参加
を支援するサポーター制度ωが書かれている。制度的仕組みでは、学校の設置・運営・管理に関
する子ども参加として「学校協議会」が挙げられている。参加制度の効果的な活用のための具体
的方策としては、啓発・広報の促進とともに、スタッフや職員など大人側の研修が明記されてい
る。研修については、「条例」案、第5章4「子どもの権利の学習、研修、広報」に規定されてい
るが、子ども自身の権利の学習権の項目（8〕は、子ども委員からの提案によって設けられた。
　（d）第一次骨子案
　2000年2月24日、第一次骨子案において第4章は「子どもの参加と意見反映の仕組み」となっ
ている。「ユ　子どもの参加の権利」では、子ども参加の体制整備について述べられており、「2
川崎市子ども会議」は、「1」の目的を達成するために、子ども会議を設置する、としている。こ
こでは、要綱第一次案に引き続き「子ども会議援助のサポーター」｛9〕が条件整備として指摘され
ているが、サポーターの設置には予算が伴うため「条例」案では第4章2「川崎市子ども会議」
（3）の「支援体制の整備」という言葉に集約された。
　また、第一次骨子案では「子どもが子ども会議の活動に参加することによる不利益を受けない
ようにする」と明記されている。これは、「参加の不利益」が子ども参加を阻む要因のひとつであ
る、という考え方から、子ども会議に参加することで、内申杳などによくないことを書かれない
ように、という配慮である。しかしながら、「条例」案では一言も触れられておらず、広い意味で
「支援」という言葉に含まれたと考えられる。
　子ども・保護者・教職員・地域住民から構成される「3　学校等協議会」も規定された。「4
子どもが利用する施設での運営等への参加」では、施設の運営に子どもの意見を反映させる仕組
みを整えなければならない、としている。施設の運営に関って、施策の理念の中に、「共生や国際
協力」の視点を盛り込むことで子ども参加がより促進するように検討したい、とあるが、「条例」案
では直接触れられてはいない。
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　（e）審議全体を通じて
　「条例」案審議過程を通して、子ども参加を検討する第一小委員会では、参加制度について活発
な意見が交換された。一一方で他の委員会などでは、子どもの参加を定めた「第4章」については
ほとんど関心が示されなかった。これは、子ども参加について、子どもや市民の側に何の不満も
無い、もしくは興味が無かったわけではなく｛1o〕、「制度をつくったところでどうせ市政へ意見が
反映されないだろう」、という「あきらめ」や参加の経験不足によるものであったと考えられる。
このことを考えると、「条例」案で意見反映のしくみが明記されたことは大きな意味を持つが、子
ども参加の制度を作っていく上で子どもや市民の意見表明が十分でなかったことは今後の課題で
あり、制度をつくることの重要性への子ども・市民の理解を深めていく必要がある。
3．「条例」案審議にあたっての子ども参加とその国際的視点
　「条例」案は子どもの権利条約を基本的な理念としている。国際条約の普及になぜ、自治体が取
り組まなければならないのであろうか。それは、子どもたちが生活しているのは「地域社会」で
あり、自治体も権利条約の実施主体のひとつとして、子どもの権利保障を進めて行くことが求め
られているからであるu1）。そこで、日本への総括所見など国際的な流れが「条例」案審議とどの
ように関係していたのかを探る。
　（a）国連子どもの権利委員会勧告o2〕を生かす
　「条例」案審議過程では、第2回検討連絡会議（1998年12月18日）協議事項において「国連子ど
もの権利委員会からの提言・勧告と日本の課題」と題して坪井節子委員から報告があり、その後
の会議においても、権利委員会の勧告はしばしば引用されている。総括所見では、条約実施につ
いて日本政府と地方の公的機関との間でとられた措置が不充分であることに懸念を示し｛13）、子ど
もに関する政策の包括的な政策を発展させることを地方のレベルでも強化するように勧告してい
るu4〕が、これは、「条例」案審議の原動力となった。
　また、総括所見は「条例」案の前文にも生かされている。前文の「権利の全面的主体」という
言葉は、「C主要な懸念事項11」の中で用いられた“a　full　subject　ofrights”を訳したものであ
る（15〕。
　（b）「国連子どもの権利条約10周年記念会議㈹達成と勧告」（17〕
　条約採択10周年にあたって開かれた記念会議では、これまでの成果と問題点をふりかえり、今
後どのような措置が必要とされているかを明らかにすることを目的とし、「達成と課題」と題する
勧告が採択された。
　勧告では、条約実施への市民参加が強調された［（a）、（f）、（k）、（n）など］。また、子ども参
加の重要性については各分野で強調され、その促進のための支援および制度化の必要性が強調さ
れている［（a）、（k）、（w）］。特に子どもの意見表明は「地方レベルから国レベルに至る公共政策
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の立案」にも及ぶものとされたが、「条例」案審議過程における子ども委員の参加はまさにこれに
あたるのではないだろうか。
　まとめにかえて
　前項の終わりで述べたように、「条例」案の中の制度面については子どもの意見表明が十分にえ
られたとはいえなかった。しかし、「条例」案の理念の部分では、子ども委員の意見が多く反映さ
れている。その代表的なものは第2章「5　自分で決める権利」である。ここでは子どもに自分
のことを自分で決める権利があることを規定しているが、この項目に関しては委員会において意
見が真二つにわかれた。「子どもに自己決定権を与えてしまったらなにをしでかすかわからない」
という根強い考え方。それに対し、自分のことを自分で決められなければ、意見表明も参加もそ
の意味を失ってしまう、だからぜひいれてほしい、という子ども側。この項目を救ったのは、や
はり子ども委員の意見であった。
　その意見を裏付けたのは「責任」という2文字であった。「条例」案中、「責任」の文字は実に
前文だけに明示されているのだが、この言葉をいれるように主張したのはほかならぬ子ども委員
であった。「わたしたちは約束します。自分を大切にするとともに、他の人を大切にしていくこと
を。…わたしたちも参加し、責任を果たしていくことを」（川崎子ども集会アピール文、答申書
「はじめに」より引用）
　自分にも権利はある。でも他の子にもある。他者の権利の相互尊重という責任がわたしたちに
はある。だから「責任」の文字をいれてほしい、と言ったのである。他者の権利を尊重する子ど
もたちであれば、自己決定権を、おとなが心配するように濫用することは無いのではないか。審
議を通してこれまで何度も子どもと対話を繰り返してきたおとな側委員はそう確信し、争点となっ
ていた「自分で決める権利」は「条例」案に残すことになった。
　条約の12条を根拠規定にしながらも、自己決定的権利を明示したことは、いわば「条例」案が
子どもの権利条約レベルを超えた子どもの権利論へ一歩踏み出した形となっており、「条例」案策
定の子ども参加を象徴しているように思える。
　註
（1）子ども委員は、「l11崎市子ども権利条例調査研究委員会要項」によって「子どもを代表するもの」として市
　長により委嘱されている。
（2）　1999年6月12日、第7回子ども委員会
（3）1999年6月27日、第8回子ども委員会
（4）　1999年9月4日、第10回子ども委員会
（5）r子ども委員会ニュース第2号』では、子どもの権利条約カードプックをつかった条約学習の様子が報告さ
　れている。
（6）　『子ども委員会ニュース第3号」では市民から寄せられたメールの分析を行っている。
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（7）　「ll1崎・子ども・夢・共和国」では1999年度まで高校生が小学生・中学生のサポーターとして活躍していた。
　2000年度は、高校生部会ができたことで、主にサポーターは大学生以上の世代が行ってい乱
（8）「（4）市は、子どもが、子どもの権利条例、子どもの権利条約および子どもの権利に関する学習等を自ら企
　　画しすすめることができるよう条件整備を行う」
（9）　第一次骨子案　第4章「2　川崎市子ども会談」（2）参照。
（1O）　「平成10年度111崎市市民意識実態調査」によると、参加する権利は、男女を間わず若い世代になるほど「不
　　充分だ」と答えている。
（11）「r子どもの権利条約』は1989年（平成元年）に国連総会で採択され、日本も1994年（平成6年）に批准しま
　　した。地方白治体もr条約』の実施主体のひとつとして、子どもの権利実現に向けて、『条約」の理念を市民
　　生活に根ざした実効性のあるものとしていくための施策化が要請されています」（「（仮称）川崎市子ども権利
　　条例（案）」の策定について、川崎市、1998年）
（12）1998年5月27日～28日にかけて、国連子どもの権利委員会により日本の第一回締約国報告書審査が実施され
　　た。6月5日には、日本に対して22項目の勧告を含む総括所見が採択されている。
（13）　C主要な懸念事項八
（14）　D提案および勧告三○
（15）　その他、マイノリテイの子どもの権利、オンブズパーソン設置など様々な点が「条例」案に反映されている。
（16）　1999年9月30日～10月1日にかけて、国連人権高等弁務官事務所および子どもの権利委員会の共催
（17）詳しくは、平野裕二「国際社会はどう動いたか一子どもの権利条約10周年記念国際会議韓国の意義」（r季刊
　　子どもの権利条約NO．6」）などを参照。
1V　今後の課題
　これまでの各節において明らかにしてきたように、「条例」案においては子ども参加に関する内
容が盛り込まれているだけでなく、その策定過程においても子ども参加が実践されていた。その
意味では、「条例」案策定過程そのものがひとつの子ども参加の実践だったとも言えよう｛1〕。残
念ながら本研究では、実践研究という視点からの考察まで十分に踏み込むことはできなかったの
で、「条例」案策定過程への参加が子どもにとってどんな教育的意味があったのかを明らかにする
ことは、今後に残された課題である。
　また、本研究では、子ども参加論という視点を踏まえて「条例」案の考察を行っているため、
「条例」案の内容として取り上げた部分も「第4章子どもの参加」が中心となっている。だが
「条例」案では、川崎市が行う子ども施策を子どもの権利の観点から検証する制度である子どもの
権利委員会や、子どもの権利救済に欠かすことのできないオンブズパーソン制度など、子どもの
権利に関わる重要な論点が盛り込まれている。このような本研究では取り上げることのできなかっ
た論点について、その策定過程における議論、条例に盛り込まれることの意義などの考察を進め
ていくことも、今後に残された課題である。もちろん、こうした個別の論点の考察も重要である
が、条例全体をどう評価するかという点も、看過することのできない課題である。
　この4月から地域に開かれた学校を目指して学校評議員制度が実施され、学校への市民参加の
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プロセスが全国的な動向としても起こりつつある。今回の法令改正では、児童・生徒が学校評議
員に推薦されることは「想定していない」とされているが、文部省サイドでは各地域で独自に運
営されている同様な制度も認めるとの見解を示しており、子ども参加を具体化していく動きが今
後全国各地で活発化することも予想されるω。こうした全国的な動向との比較や、そのなかに
「条例」案をどのように位置づけることができるかなども、今後取り組んでいかなければならない
課題といえよう。
　註
（1）子どもの参加をめぐっては・喜多明人・増山均・林量倣・坪井由突編『子どもの参加の権利』、三省堂、1996
　年、を参照。
（2）例えぱ、埼玉県鶴ヶ島市では、学校協議会に子どもが委員として参加するというシステムをとっている。学
　校評談員については・葉盤正明編r学校評議貝読本』、教育開発研究所、2000年、を参照。
